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は　じ　め　に
　本研究の目的は，我が国の「高等学校教育の
現状」がどのようなものかを中学校の進路指導
の視点から考察することである。高等学校の現
状は，各都道府県によって違いがあるが，本研
究では基本的に広島県の事例を中心に取り上げ
て考察することにする。
　研究方法としては，筆者の県教育委員会事務
局と高等学校での勤務経験を基にして，先行研
究と各種の統計資料を参考にしながら考察する。
　研究の背景として，全国的に高等学校教育の
改革（reformation）が進行している中で，各都
道府県における高等学校の再編整備が実行され
ているということがある。この再編整備の実態
は，高等学校の統廃合（elimination and consoli-
dation）のことであり，それは中学校の進路指
導と直接関係する重要な問題であると認識して
いる。なぜならば，中学生が居住している地域
（通学可能圏内）に，志望する高等学校・学科が
存在していることが，進路指導の大前提である
からである。募集停止になった高等学校は，少
子化が続く限り二度と復活することはない。統
廃合は，現在の中学生たちの高校選択の機会を
奪うだけでなく，未来の中学生にとっても選択
肢を奪うものであり，社会的な影響が極めて大
きな問題だと言える。
　我が国の高等学校は，少子化社会の中で１校
当たりのクラス数（募集定員）を減少させるこ
とで，学校数を維持してきている。また，かつ
て高等学校全体の構造は，難関大学への進学者
を多く輩出する高等学校を頂点とする「ピラ
ミッド型」の階層をなしているとされてきた。
先行研究によると，１９９０年代の後半，生徒数の
減少期に入ると，高等学校の階層構造は「お鏡
餅型」になっていると指摘された。このお鏡餅
型の階層構造は，①変化しないエリート層と，
②ノンエリートの生徒の多様化という２つの特
徴をもつと言われている。
　筆者の高等学校に関する現状認識は，次のと
おりである。現代の高等学校は，学校の序列に
関係なく，「すべての高等学校で生徒が多様化し
ている」と言える。なぜならば，上位校は，志
願倍率が高いという理由からクラス数（募集定
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員）を減らさなかったため，学力の多様な生徒
が入学してくることになったからである１）。
　全国的に深刻な少子化と地方財政の逼迫を背
景として，高等学校の改革や学科の再編整備が
進んでいる２）。そのような中で，広島県における
高等学校の「特色ある学校づくり」や「適正な
学校規模」（；小規模校の解消）の問題をどのよ
うに考えればよいのだろうか。
　筆者が本研究で問題提起する事項は，以下の
とおりである。
○第一に「特色ある学校づくり」の問題であ
る。特色づくりとして，総合学科高校や中
高一貫教育校，全日制単位制高校，多部制
定時制高校のような新しいタイプの高等学
校の設置がある。政策理念としては，多様
な生徒に対応するための「高等学校の多様
化策」である。しかし，結果的にその政策
理念とは異なる「新たな学校間序列」が出
来上がっただけではないのか。本質的な問
題は，その設置の趣旨が守られ，適切な学
校運営がされて「活性化」しているのかと
いう点にある。
　また，県教育委員会は高等学校の中から
「進学指導拠点校」や「専門教育拠点校」を
数校指定して，予算・人事の両面から手厚
く支援している。そこには，公平・公正の
観点からの問題が生じる。つまり，拠点校
以外の「その他の高等学校」は，どうなる
のかという問題であり学校間格差の拡大に
繋がることになる。
○第二に，「職業系の専門学科」の問題があ
る。専門学科は，時代や社会の変化に応じ
て学科改編をしてきた歴史がある。今後，
社会の変化に対応した学科改編（新しい小
学科に改編）をする必要があるのではない
のだろうか。産業社会の変化が激しい現代
において，県教育委員会は，間断なく地方
産業教育審議会を開催して，専門学科の充
実・発展方策についての「答申」を受ける
必要があるが，審議会を開催していないこ
とに問題はないのか。現在，財政逼迫を背
景として，学校運営費の多くかかる専門学
科を今後更に削減していこうとする圧力が
かかっていることを憂慮している。
　広島県は全国的に見ても総合学科が多く
設置されている県であるが，総合学科の設
置は，専門学科の代替とはならない筈であ
る。筆者は，広島県の貴重な財産とも言う
べき専門学科の活性化策を積極的に実行す
ることを忘れてはならないと考えている。
○第三に「小規模な高等学校」の存廃問題が
ある。全国的に高等学校の学区制が解消さ
れ，全県１通学区（全県１区と呼ぶ）と
なった中で，「小規模校の解消」をしよう
としている。しかし，地域に高等学校がな
くなれば，中学生の進路選択に問題が生じ
る。学校の統廃合や学科の再編整備によっ
て，中学生の多様な進路希望に対応した学
校・学科を用意できなくなっているのでは
ないだろうか。
　そもそも「適正な学校規模」を学年６～
８学級とする根拠はどこにあるのだろうか。
小規模校では，お互いに切磋琢磨する環境
にならないため，生徒に社会性が身に付か
ないと言えるのだろうか。広島県において，
中山間地や島嶼部にある募集定員が１・２
クラスの高等学校（２０校）をどう位置付け
るべきなのだろうか。廃校（募集停止）以
外に方法はないのだろうか。
○第四に，高等学校の「公私比率（公立と私
立の割合）」と「学科比率（普通科・専門
学科・総合学科の割合）」の問題がある。今
後，これらの比率をどう考えるべきだろう
か。そもそも公立と私立の違いはどこにあ
るのだろうか。私立は，公立の補完でしか
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ないのだろうか。公立と私立の競争下に
あって，共存共栄を図ることはできるのだ
ろうか。また，専門学科の比率は，減少の
一途であるが，現行のまま放置して自然淘
汰されるのを待っていてよいのだろうか。
そして，第三の学科として登場した総合学
科は，現在，その設置の趣旨に沿った運営
がされているとは言えないのではないか。
　我が国の高等学校の普通科比率は，先進
諸国の中で突出して多く，世界的に見ると
異常な状況である。我が国の高等学校普通
科の教育内容として，職業教育を展開する
必要性はないのだろうか。もともと，明治
以降における「学校」は，職業教育から出
発したもので，就職を目的としていたので
はなかったのだろうか３）。普通科における
キャリア教育の充実という政策だけでは，
職業教育を展開することには繋がらないで
あろう。
　以上の問題提起を中心として，本研究では，
中学校の進路指導の視点から，広島県における
高等学校教育の諸課題を考察したいと考えてい
る。中学校の現職教員や中学校の教員を目指す
大学生が理解し易いように，できるだけ要点を
表の形で整理することにする。
　本研究（Ⅰ）では，先行研究と統計資料を参
照し，筆者の教育行政（指導主事，主任専門員）
と公立高等学校（教諭，教頭）での勤務経験を
基に，中学校の進路指導の視点から広島県にお
ける①少子化のインパクトと高等学校の設置状
況を分析し，②私立学校と公立学校の違いと公
私比率の問題を検討し，③総合学科高校や多部
制定時制高校などの新しいタイプの高等学校の
諸課題について考察する。
　研究（Ⅱ）では，中学校の進路指導の実際に
照準を合わせて，就職指導と進学指導の在り方，
入試制度の問題点などを考察する予定である。
１．　少子化のインパクトと高等学校の設置
状況
１．１　全国的な少子化のインパクト
　まず，高校生の総数は，全国でどの位であろ
うか。文部科学省の２０１２（平成２４）年度の統計
資料を見ると，各学年で約１２０万人程度となっ
ている。将来の高校生の数を予測するために，
２０１２年度の小・中学生の人数を見ると，表 １－１ 
のとおりである。少子化によって小中学生の数
が減少している。２０１２年度の中学３年生と小学
１年生の数の差は，１２４,３３３人である。８年で約
１２万人もの減少である。これは，分かり易く述
べれば， ８年間に６クラス規模（：入学定員２４０
人）の高等学校５００校（１２０,０００÷２４０＝５００）が
募集停止になるということである。
 
１．２　広島県の少子化のインパクト
　次に広島県における将来の高校生の総数を把
握するため，広島県教育委員会の教育統計を分
析する。表 １－２ のとおり今後約１０年で２,０００人程
度減少することが明らかになっている。広島県
の高校生の絶対数についても，全国の統計と同
様に長期的に漸減していくことは厳然たる事実
である。
表１－１　２０１２年度・全国の小学校，中学校の児童生徒
数 単位：人
計女男
１,０６１,２７９５１８,１０４５４３,１７５小学校１年生
１,０９６,２９１５３５,９２８５６０,３６３２年生
１,１２０,９３９５４７,４１９５７３,５２０３年生
１,１４１,３９２５５７,１３８５８４,２５４４年生
１,１６９,４４７５７０,４７５５９８,９７２５年生
１,１７６,１７１５７３,４６２６０２,７０９６年生
１,１７４,０４１５７３,３７３６００,６６８中学校１年生
１,１９３,０１０５８３,３７４６０９,６３６２年生
１,１８５,６１２５８０,２７５６０５,３３７３年生
＊文部科学省の HP「学校基本調査」より筆者作成
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　２０１２（平成２４）年度の中学３年生は，２７,２０８
人であるが，２０２０（平成３２）年度の中学３年生
は，２０１２（平成２４）年度の小学１年生であるの
で，２４,８３２人になる予定である。その差，２,３７６
人の減少である。８年後の２０２０（平成３２）年に
は，２０１２（平成２４）年度から約９％の減少とい
う推計になる。一学年６クラス規模（：入学定
員２４０人）の学校で計算すると，１０校の高等学
校が廃校（募集停止）になるという意味である。
　因みに，１５年前の広島県における１９９８（昭和
６３）年のピーク時に中学３年生は，４８,７８０人で
あった。それが，２０２０（平成３２）年には，
２４,８３２人となる見込みであり，２２年間で半分に
まで減少してしまう。
　過去を振り返ると，広島県の１９７３（昭和４８）
年の出生数は，約５万人であったが，近年の出
生数は，年間２万５千人前後で４０年の間に半減
している。２００８（平成２０）年の広島県の合計特
殊出生率は，１.４５であり，全国平均の１.３７を上
回っているものの，長期的な人口維持に必要な
水準である２.０７を大きく下回っていることは確
かである。
　周知のとおり，我が国は，本格的な人口減少
社会（depopulating society）に突入している。
広島県の２０１３（平成２５）年６月の総人口は，約
２８４万人であり，男性が約１３７万人，女性が約
１４７万人という内訳である。今後どのように減少
していくのであろうか。今後の人口減少の推計
を見ておきたい。次の表 １－３ のとおり，２０１５年
から２０３０（平成４２）年の１５年間の広島県の人口
減少については，マイナス２７.５万人と推計され
ており，２０１５（平成２７）年を１００とした場合に，
２０３０年は９０.１となる。これがいわゆる広島県に
おける“少子化のインパクト”と言われている
実態である。
 
１．３　広島県の高等学校設置状況
　次に，広島県全体の高等学校の設置状況
（instalation situation）を考察する。
　２０１３（平成２５）年４月現在，広島県内の県立
高等学校（本校）は，７８校である。市立高等学
校が９校，国立高等学校２校（広島大附属高等
学校，広島大学附属福山高等学校）があるので，
合わせて８９校の国公立の高等学校が存在する。
また，私立の高等学校は，全日制が３６校，通信
制・単位制の高等学校４校を合せると，４０校が
表 １－３　広島県の人口減少に関する将来推計
１００.０２７８.４万人２０１５（平成２７）年
 ９７.２２７０.６万人２０２０（平成３２）年
 ９３.９２６１.３万人２０２５（平成３７）年
 ９０.１２５０.９万人２０３０（平成４２）年
＊国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来
推計人口」２００７．５.より，筆者作成
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表１－２　２０１２年度・広島県の小学校，中学校の児童生
徒数 単位：人
計女男
２４,８３２１２,０３８１２,７９４小学校１年生
２５,４３４１２,４２５１３,００９２年生
２６,１１３１２,７５１１３,３６２３年生
２６,２００１２,７６０１３,４４０４年生
２６,９７５１３,１３８１３,８３７５年生
２６,７３５１２,９７３１３,７６２６年生
２６,７４５１３,０３９１３,７０６中学校１年生
２７,３４６１３,２８８１４,０５８２年生
２７,２０８１３,３９２１３,８１６３年生
＊広島県の HP「学校基本調査」より筆者作成
表 １－４　広島県の高等学校数と国公立・私立の割合
６９.０％
１.５％　２校国　立
６０.５％ ７８校県　立
７.０％　９校市　立
３１.０％ ４０校私　立
１００.０％１２９校計
＊筆者作成
存在する。広島県では，表１－４ に示すとおり，
国公立高等学校が“８８校（６９.０％）”，私立高等
学校が“４０校（３１.０％）”ということである。
　次に，広島県の高等学校の数と入学定員
（enrolment capacity）を見ておきたい。
　２０１２年度の公立高等学校（全日制本校）は８７
校で，その募集定員は，全体で１７,３６０人であっ
た。実際に入学したのは，１６,６０８人である。つ
まり，７５２人の定員割れが生じている。因みに
２０１３年度には，全日制の８校でそれぞれ募集定
員を４０人（１クラス分）削減しているので，全
体の募集定員が３２０人減少した。
　広島県では，募集定員が１クラス（４０人）の
高等学校が１０校と， ２クラス（８０人）の高等学
校が１０校が存在する。この２０校はすべて県立の
高等学校であり，ほとんどが普通科である。
　因みに，広島県内の国立の高等学校は，表 
１－５ に示す２校である。募集定員は， ２校とも
約２００人であるが，広島大学附属中学校からの入
学枠があり，無試験（without exam）の入学者
が約１２０人いるので，外部から高等学校に入学で
きるのは８０人である。
 
　広島県においても全国の状況と同じく，学校
の選択肢（choices of school）を維持しようとし
て，高等学校の数を減らすことを避けて，学級
数を減らすことで対応してきた。その結果とし
て，小規模な高等学校が多くできた訳である。
しかし，過疎地域（depopulated area）の小中学
生が一層少なくなることが確実であり，今後は，
表 １－５　広島県内の国立高等学校
募集定員
（クラス数）学科学　校　名
市町名・
区名
２００人（５）普通科広島大学附属高等学校
広島市・
南区
２００人（５）普通科広島大学附属福山高等学校福山市
＊筆者作成
募集定員が１・２クラスの高等学校の存続問題，
つまり統廃合が課題になる。中学校の進路指導
の視点からは，地域から伝統ある高等学校がな
くなるということは，最も深刻な危機と言える
が，毎年のように大幅な定員割れが続けば，そ
のまま存続させることは難しい。
　次に，２０１２（平成２４）年度の広島県内の私立
高等学校の募集状況を考察しておく。
　私立高等学校の募集定数は，約８,７００人である
が，実際に入学しているのは，約８,０００人であ
る。一部に例外はあるものの，多くの高等学校
で定員割れの状況が見られる。
　広島県全体の「高等学校配置の特徴」として，
表１－６ に示す三つが挙げられる。
 
　２０１３（平成２５）年の広島県の高等学校１年生
の人数は，２７,２０８人であるが， ８年後の２０２１
（平成３３）年には，２４,８３２人になる見込みであ
る。これを県内の６つの旧学区別に分析すると，
次の表 １－７ のようになる。ただし，学級数は，
公立高等学校の数値を示しており，私立を含ん
でいないため，私立高等学校への入学者が多い
地域では，２０２１年の公立の学級（見込）数は変
化することが予想できる。
　単純に推計すると，表 １－７ のように２０２１年に
は，３６学級の減少が予測できる。つまり， ８年
間で６クラス規模の高等学校が６校分を減らす
必要があるということである。特に筆者が指摘
しておきたいことは，広島地区（広島市・大竹
表 １－６　広島県の高等学校配置の特徴
①　県立・市立の高等学校は，人口が多い県南部の
瀬戸内海沿岸部を中心に配置されている。
②　県立の高等学校は，過疎化が進む県中部や北
部，島嶼部にも配置されているが，それはほと
んどが普通科であり，募集定員が４０名・８０名の
学校が多い。
③　私立の高等学校は，２２校が人口密集地である広
島市・呉市・福山市に集中している。
＊筆者作成
中学校進路指導の視点から見た高等学校教育の現状に関する研究（Ⅰ） 21
市・廿日市市・安芸郡４町）の学級減が２２学級
であり，全体の３６学級のうち６０％以上を占めて
いるということである。広島市内には，私立高
等学校が多くあるので，仮に広島市内の公立高
等学校の学級減を実行しなければ，私学経営に
大きな影響を及ぼすことになる。
１．４　小　括
　ここでは，高等学校教育に影響を与える少子
化の問題を考察した。全国的な少子化の傾向は，
広島県においても同様であり，高等学校に入学
する生徒数は，今後１０年間で約２,０００人程度の減
少が見込まれることが分かった。
　広島県における２０１２（平成２４）年度の中学校
卒業者数は，２７,５３１人であり，そのうち２７,０２１
人が高等学校へ進学している。広島県の高等学
校進学率は，「９８.１％」ということになる。専修
学校への進学者は，高等課程と一般課程を合わ
せて１３２人であり，全体の０.５％である。また，
就職した生徒は，１５１人で，全体の０.６％である。
　中学校の進路指導は，「高等学校への進学指導
だけではない」ということは認識している。た
だし，中学校の教員の立場で考えれば，９８％以
上の中学生がどこかの高等学校へ進学している
状況にあっては，「行き場のない卒業生を出して
はならない」という社会からの強い圧力を受け
止めざるを得ないことも明らかである。中学校
の教員は「１５歳の春に泣かせない」という気持
ちをもって全力で臨むべきであろう。従って，
中学校の教員や中学校の教員を目指している大
学生が知っておくべきことは，高等学校に関す
る一般的な情報に加えて，個別具体的な内容で
なければならない。例えば，高等学校・学科の
特色や募集定員，入学者選抜制度，過去の志願
倍率，難易度などである。
２．　私立学校の特徴と高等学校の公私比率
２．１　私立学校の特徴
　中学校の進路指導において，教員は私立学校
（private school）について十分に理解を深めてお
く必要がある。なぜならば，難関大学への進学
を希望して，私立の超進学校を目指す中学生も
いるし，公立に合格できそうにないので入り易
い私立の高等学校を選択する生徒もいるからで
ある。
　ここでは，私立学校の特徴，つまり公立学校
との違いは，どのようなものかを考えてみたい。
私立学校も公立学校が準拠している最低基準
（minimum standard）としての学習指導要領に
従わなければならない訳であり，教育課程の一
部を除けば，ほとんど公立学校と同じである。
ただし，多くの私立高等学校は，公立との差別
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表 １－７　旧学区別の高校１年生総数と公立高校学級数の減少見込み
公立の学級〈見込〉数高等学校１年生の生徒数
旧学区
差　引２０２１年２０１３年増　減２０２１年２０１３年
▲１学級８学級９学級▲５１人４４２人４９３人芸　　北
▲２２学級１９１学級２０３学級▲８７４人１３,２１０人１４,０８４人広　　島
▲７学級５５学級６２学級▲４６６人３,７１８人４,１８４人呉・賀茂
▲６学級４０学級４６学級▲３９８人２,１９２人２,５９０人尾　　三
▲９学級７８学級８７学級▲４９７人４,５２１人５,０１８人福　　山
▲１学級１８学級１９学級▲９０人７４９人８３９人備　　北
▲３６学級３９０学級４２６学級▲２,３７６人２４,８３２人２７,２０８人計
＊広島県教育員会「公立学校基本数」を基に筆者作成
化（differentiation）を図る必要性もあり，独自
の「特色ある学校づくり」を推進していること
が知られている。
　ここで，公立学校と比べた場合の私立学校の
重要な特徴を表 １－８ に整理しておく。
 
　私立学校は，入学者を確保して永続していく
ために，公立学校との差異を前面に打ち出すこ
とになる。つまり，その特徴を活かして「一定
の教育水準を維持」しながら「選ばれる学校づ
くり」，「魅力ある学校づくり」を強力に推進す
る必要があるということになる。私立学校に特
筆すべき特徴がない場合は，先に考察した少子
化のインパクトを受けて自然淘汰されることに
なりかねない。
　保護者が高校選択基準（high school selec-
tion criteria）として重視している項目は，何で
あろうか。先行研究によると，第一位が「学校
の教育水準」である。第二位は，「国公立か私立
か」，そして第三位が「家からの近さ」である。
学校の教育水準というのは，保護者が情報を得
られる範囲での進学や就職の実績と学校の評判
のことである。国公立と私立の違いは，単に授
業料の違いではなく，教育の質的な違いがある
と考えられる。これまでの研究では“教育の質
（quality of education）”をどのように捉えるか
表 １－８　公立学校と比較した場合の私立学校の特徴
①　私立学校は，創立者の建学の精神を活かした
「学校の特色づくり」が可能である
②　私立学校は，教員の人事権を校長が握ってい
て，教員の定期的な人事異動がない
③　エスカレータ方式を採用する私立学校では，進
路保障が明確で卒業後の心配がない
④　私立学校は，教育方法，施設・設備，学級規
模，教員の量と質において自由裁量が利く
⑤　私立学校は，地方自治体の首長の管轄下にあ
り，地方教育委員会の指示は間接的である
＊安彦忠彦（２０１１）『公立学校はどう変わるのか』
教育出版，pp. １４６–１４７.より筆者作成
は，明らかになっていない。仮説として，教員
一人あたりの在学者数であるとした研究がある。
それによれば，公立高等学校の教員一人あたり
の在学者数は，１３人であり，私立高等学校は，
１７.４人である。教育の質は，投入される教育資
源に対して，どれだけ生徒の能力が高められた
かによって評価すべきものであると考えること
ができる。しかし，このような基準で“公私間
格差（disparities between public and private）”
を分析することは極めて困難である。なぜなら
ば，入学時点の学力と卒業時点の学力差を図る
ために必要なデータは入手困難だからである。
　先行研究によって，保護者が高所得の場合，
公立・私立の項目や家からの距離の項目は，選
択基準から外れ，高い教育水準（level of educa-
tion）であるかどうかによって高等学校を選択
することが分かっている４）。家庭の経済状況
（economic situation of the household）の違い，
つまり貧富の格差（gap between the rich and 
the poor）によって受けられる教育水準が決
まってくるという研究結果である。筆者は，高
等学校の教育水準は，教員一人あたりの在学者
数ではなく，進路実績（performance of univer-
sity）によって把握するしなかいだろうと考えて
いる。端的に述べれば，国公立大学・難関私立
大学への入学者数や上場企業・有名企業への就
職者数によって，教育水準を推定するというこ
とである。ただし，高等学校へ入学する段階で，
学力（能力）が高い生徒が多ければ，教育の成
果があがり卒業後の進路も希望通りになると予
想されるというだけで，高等学校の教育水準は
あくまでも推定でしかない。
２．２　高等学校の公私比率
　広島県では，公立高等学校の募集定員と私立
高等学校の募集定員の割合（：以下「高校の公
私比率」と呼ぶ）をどのように設定しているの
だろうか。この“高校の公私比率”の問題は，
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公立学校の学級数（募集定員）を決定する際に，
高等学校進学見込み者数全体を母数として，何
割程度にするのかという問題のことである。こ
れは，私立学校の経営に直接影響を及ぼす重大
な問題である。なぜならば，私立高等学校の経
営者側から見ると，小・中学生の児童生徒の減
少幅に連動させて，公立高等学校の募集定員を
減少させてもらわないと，経営の危機（man-
agement crisis）に陥る恐れがあるからである。
公立学校の設置者側（教育委員会）から見ると，
私立高等学校が一定の割合で存在することによ
り，公費（県費・市費）の支出が少なくなると
いう隠れたメリットもある。
　文部科学省の学校基本調査によって全国的な
状況を見ると，都道府県によってまちまちであ
る。例えば，東京・京都・大阪・福岡・神奈川
などでは，私立の比率が高く，和歌山・秋田・
沖縄・徳島などは公立の比率が高くなっている。
２０１３年現在，全国平均の公私比率は図１に示す
とおり“７０：３０”となっている。
　広島県では，この高校の公私比率は，昭和３０
年代から一定の比率で公立と私立が按分して役
割分担をしてきた歴史がある。しかし，１９９９
（平成１１）年３月１２日に広島県公私立高等学校
連絡協議会で「公立７：私立３」とされていた
“比率按分方式（ratio pro rata system）”を正式
に取り止めている。これは，一般に「公私協定」
と呼ばれていたものである。
　この連絡協議会が示している公私比率の枠組
み変更の理由は，表 １－９ に示す３つである。
　私立高等学校は，学則定員で（これまでどお
り）募集を行い，公立高等学校は「高校進学見
込者」に対して一定の割合で定員を設定する
（減少させる）ことになっている。１９９９年（平
成１１）年頃は，生徒急減期に入っている段階で，
「私学経営が悪化しないように，公立高等学校の
定員を調整する（減らす）」ということは緊急の
課題であり，それを文書で確認し約束させてい
る訳である。要するに，「生徒の急減期対応は，
公立高等学校側（県教育委員会）で行う」とい
う意味である。この公私協定（public and pri-
vate agreement）と呼ばれる文書が作成された
背景には，何があったのだろうか。少なくとも，
広島県教育委員会に対して，私立学校の経営者
（理事者）側からの強い要望があったことは事実
である。公立高等学校の定員を削減してもらえ
れば，その減少分が私立高等学校へ流れ込むこ
とで現状維持ができるということである。
　ここでは，実際の数値を確認しておきたい。
「高等学校への進学見込み者数」をどの程度に設
定するかによって，多少変動することに注意す
る必要がある。広島県教育委員会の資料によ 
ると，２０１３（平成２５）年度の公立高等学校の 
入学定員は，１７,３６０人であり，実際の入学者は
１６,６０８人である。他方，２０１３（平成２５）年度の
私立高等学校の募集人員は，８,５４４人である。こ
のうち２,６８７人（全体の３１％）は併設中学校から
の進学見込み数である。また，併設中学校から
の入学者のみという高等学校が４校ある。実際
の私立高等学校の入学者数は，約８千人であり，
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表１－９　広島県で高校の公私比率（比率按分方式）を
取り止めた理由
①　公立と私立が互いに競い合うことによって，学
校選択の幅を広げ，県民のニーズと信頼に応え
る高校教育の実現を図ることができる。
②　私立が本来的に持っている自主性が最大限発揮
できる。
③　私立を取り巻く経営環境への対応が必要となっ
ている。
＊広島県公私立高等学校連絡協議会の「平成１２年度
以降の公私立高等学校生徒受入れについて」
（１９９９．１３．１２）より引用
??????? ? ???? ??????? ?????? ?
図１　全国平均の高校の公私比率（２０１３年度）
その９割が普通科となっている。
　筆者の計算では，高校の募集人数からみた公
私比率は，“６７：３３”となる。筆者は，中学生の
進路指導に観点から述べるならば，この公私比
率を議論する実質的な意味は，ほとんどないと
考えている。その理由は，いくら募集定員
（offer capacity）を確保しても，実際に受験し
て，合格した生徒に入学してもらえなければ，
意味はないからである。県外の私立高等学校等
への流出（これを「県外流出」と呼んでいる）
があって，県内の中学校の卒業生がすべて県内
の高等学校へ進学している訳ではないことも考
慮する必要がある。
　公私比率は，“結果としての比率”でしかな
い。生徒急増期には，県教育委員会が私立高等
学校に生徒の受け入れを増やすように依頼して，
私立は設備投資をしてこれに対応してきたとい
う経緯がある。私立学校の経営者としては，子
どもが減少しても急に募集人数を減らすことが
できないという実情もある。そのため，私立は
現状維持のために生徒をこれまでどおり採るの
で，公立の生徒数が減少するという結果になっ
ている。中学生とその保護者に選択されなけれ
ば，公立も私立も危機的な状況（crisis situa-
tion）になることは同じである。ただし，私立の
場合は，定員割れ（cracking capacity）による
学級減が起きれば，教員の数を減らすことにな
るので，雇用問題（employment issue）に発展
するという厳しい現実がある。他方，公立高等
学校の教員の場合，定員割れが起きても解雇
（dismissal）される恐れは全くないということで
ある。筆者は，ここに反省すべき問題があると
認識している。通俗的な表現であるが，「私立の
教員と比較した場合，公立の教員の努力が足り
なかった」ということである。一般に，公立学
校の教員は，身分保証（guarantee of status）が
されていて解雇されるというリスクがないため，
緊張感や切迫感をもち難いのは事実である。公
立学校では，授業の品質保障や質の向上努力が
十分にできていなかったと言えなくもない。
　かつて，公立高等学校では，早朝の０時間目
や放課後の７時間目の授業・補習は実施するこ
とが少なかった。それどころか，授業の質の面
で生徒が期待している内容とは隔たりがあり，
私立の進学校のような効果的な指導（effective 
teaching）ができていなかった。その証拠に，
公立の普通科では，大学入試のための学力を十
分につけさせることができないため，多くの
“浪人生（student who failed entrance exam）”
を出す結果となっていた。１・２年の浪人生活
を経て希望する大学・学部に入学していたので
ある。公立高等学校では，教員集団の献身的な
取組みが不足していたため公立離れ（public 
away）という深刻な問題が起きていた。つま
り，中学生や保護者から見て，公立高等学校に
魅力がなくなっていた。その結果，成績優秀な
中学生は，授業料が公立の３倍以上に高くなっ
ても実績をあげている私立高等学校を選択して
いたのである。
　広島県の場合，私立高等学校は，そのほとん
どが広島市や福山市などの都市部に集中してお
り，しかも普通科が９割を占めている。中学生
が公立を選択するのか，私立を選択するのかは，
地域の実情，つまり高等学校の存在と地域での
評価（school’s reputation）の問題に関係してく
る。国公立大学や難関私立大学・学部への進学
実績のある上位ランク（top rank）の私立高等
学校は，伝統的に “brand power”があるので優
秀な生徒を多く集めることができる。しかし，
中学校進路指導の視点から見た高等学校教育の現状に関する研究（Ⅰ） 25
表１－１０　２０１３（平成２５）年度の広島県高等学校の公
私比率
 ６７％１７,３６０人公立高等学校の募集定員
 ３３％ ８,５４４人私立高等学校の募集人員
１００％２５,９０４人合　　計
＊筆者作成
進学実績が芳しくない下位ランク（lower rank）
の私立高等学校は，公立高等学校に入学できな
かった生徒のいわゆる“受け皿校（saucer 
school）”的な役割を果たすことになってしま
う。下位ランクの高等学校であっても，何らか
の要因で急に能力や学習意欲の高い生徒が入学
してくれば別であるが，短期的な取り組みで有
名大学への進学実績をあげることは極めて困難
である。勿論，私立高等学校の特色を生かして，
成績優秀生徒には授業料を免除する特待生制度
や，推薦入試（専願制度）などを活用して優秀
な生徒を確保し，特別進学クラス（一般に「特
進（トクシン）」と略されている）を設けて進学
実績を出しているところもある。
２．３　公立と私立の学校教育費の差
　次に，公立と私立の学習費（以下「学費」と
呼ぶ）の違いを考察しておく。保護者が子供を
高等学校へ通わせる場合，問題になるのは学費
の問題である。保護者が負担する学費には「学
校教育費」と「学校外活動費」の二つがあるが，
ここでは，「学校教育費」について全日制の公立
高等学校と私立高等学校の比較してみたい。文
部科学省が調査した２０１０（平成２２）年度『子ど
もの学習費調査報告書』によれば，表 １－１１ のと
おりである５）。
 
　周知のとおり２０１０（平成２２）年度から公立高
等学校の授業料は，不徴収となっている。
　保護者の立場から見ると，公立高等学校の授
表 １－１１　公立と私立の学校教育費の差
（１か月　１９,８０５円）２３７,６６９円公立高等学校（全日制）
（１か月　５７,０９０円）６８５,０７５円私立高等学校（全日制）
（１か月　３７,２８５円）４４７,４０６円差　　額
＊文部科学省（２０１０）『子どもの学習費調査報告書』
p. ３７.より筆者作成
業料無償化（free of tuition fees）の実現は，経
済的に助かっていることは間違いない。ただし，
高等学校へ通学費や教科書・副教材代，修学旅
行の積立金，生徒会費，その他の学校納付金な
どを合わせると，月に約２万円程度かかってい
ることも忘れてはならない。広島県においても
授業料の減免制度（exemption of tuition fees）
があったので，家庭の経済状況が厳しい場合は，
全額免除や半額免除を受けることが可能であっ
た。しかし，「学校諸費」と呼ばれている授業料
以外の費用は，すべて納付する必要がある。病
気や事故，リストラなど何らかの理由で家計が
急変した場合，学校諸費の滞納という問題が発
生する。筆者は，これを解消する為に，給付制
の奨学金制度（scholarship system）を導入する
しかないと考えている。
　因みに，文部科学省の調査によると，２０１２
（平成２４）年度の私立高等学校（全日制）の年 
間授業料の平均は，３７８,６２４円で，入学料が
１６０,９０１円，施設整備費等が１７０,３７０円となって
いる。学習塾へ通わせたり，家庭教師を付けた
りして，私立高等学校へ通学させるということ
は，家庭にかなりの経済力がなければ無理だと
いうことである。
　高等学校の授業料を無償化すればよいという
単純な問題ではない。なぜならば，我が国では，
大学の８割以上が私立であり，その授業料が無
償化されている訳ではなく，多額の授業料を徴
収しているからである。つまり，経済的に豊か
な家庭でなければ，大学進学を諦めることにな
るのである。イギリスやフランス，ドイツでは，
大学のほとんどが国立・州立である。アメリカ
でも７割以上が国立・州立である。世界的に見
ると，OECD加盟国の半数以上の国で大学の授
業料は無償化されており，給付制の奨学金制度
も導入されている。
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２．４　小　括
　広島県における高等学校の公立と私立の割合
（募集定員による公私比率）は，「６９:３１」で，私
立高等学校（募集人員）の２倍が公立高等学校
（募集定員）になっていることが分かった。高等
学校の配置については，瀬戸内海沿岸部に人口
が集中していることから，県南部に集中してお
り，北部や中部には高等学校が極端に少なく
なっている。
　私立学校は，私学としてのレベルを維持し，
保護者の評判も獲得するために，早い年齢から
自分たちの学校系統へ囲い込もうする傾向があ
る。一部の進学校に見られるように，優れた子
供を早くから系列の学校に入れて育てようとい
うことで，小中一貫教育や中高一貫教育を展開
している。しかし，現在の私立学校の多くは，
公立学校の“補完（complements）”をしている
存在という側面があり，必ずしもユニークな教
育を展開している学校ばかりとは言えない６）。
　現在，公立学校でも中高一貫教育校を設置し
て，一部の進学校である私立学校と同じような
成果を挙げる取り組みが開始されている。我が
国では，私立学校も公立学校と基本的に同じ方
向を目指しているからこそ，一般社会から評価
されている訳である。後述するように，公立高
等学校は，次々と新しいタイプの高等学校
（high school of the new type）を設置している。
また，一般の普通科や専門学科においても「特
色ある学校づくり」を推進している。公立学校
と私立学校の熾烈な競争下において，私立学校
は，進学に特化した学校づくりだけでなく，公
立学校では実現できないようなユニークな学校
づくり，つまり公立との差別化（differentia-
tion）が求められているのであり，それが実現で
きない場合は保護者からの評価は得られないで
あろう。今後は，保護者の支持を得ながら，公
立と私立の共存共栄（coexistence and co-
prosperity），つまり共生（symbiosis）の道を探
ることが重要になってくるに違いない。
３．　新しいタイプの高等学校の整備
　ここでは，新しいタイプの公立高等学校につ
いて考察しておきたい。新しいタイプとして，
総合学科高校，全日制普通科単位制高校，多部
制定時制高校，中高一貫教育校の４つがある７）。
当然のことであるが，これらの新しいタイプの
高等学校にも，メリットとデメリットがある筈
であるので，これを明らかにしたい。
　以下，広島県における新しいタイプと呼ばれ
ている高等学校の状況を考察していく。
３．１　総合学科高校
　総合学科高校（general department of high 
school）の制度化は，１９９４（平成６）年であっ
た。１９９４年度に，①岩手県立岩谷堂高等学校，
②栃木県立さくら清修高等学校（旧：氏家高
校），③筑波大学附属坂戸高等学校，④三重県立
木本高等学校，⑤和歌山県立和歌山高等学校，
⑥島根県立益田産業高等学校，⑦沖縄県立沖縄
水産高等学校の７校が総合学科のパイオニアと
して登場した。
　総合学科への改編が，「学校の生き残り」や
「学校の活性化」のための方策として選択された
ことは事実である。また，転換前の「ゆとり教
育型の学校」として機能していることも認めら
れる。
　この新しいタイプとしての「総合学科高校」
は，普通科と専門学科の二つの学科の特徴を併
せもつ学科と言われるが，大量の高校中退者を
減少させるという目的で創設されたという経緯
を知っておく必要がある。つまり，総合学科は
「科目選択の自由を最大限認める」ことで，中途
退学者（dropout）を減らそうとして創設した学
科ということである。生徒が安易な科目選択
（easy elective）になることは，最初から織り込
み済みであった。１年次に高等学校の学習指導
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要領に定められている必履修の教科・科目のほ
とんどを履修させるという方針で教育課程が編
成され， ２・３年次は，ほとんどが自由選択科
目になる。自由選択科目（free elective）の中
に，専門教科・科目が多く設定される。総合学
科でも専門科目を学ぶことができるという訳で
ある。それでは，専門学科と総合学科の違いは，
どこにあるのかという疑問が湧いてくる。
　総合学科と専門学科の違いは，表 １－１２ のとお
りである。
 
　第一に総合学科は専門科目の履修が絶対のも
のではなく，“選択しなくともよい”ということ
にある。他方，専門学科は， ３年間で２５単位以
上の専門科目の履修が必要である。第二に総合
学科では， １年次に専門科目を履修することが
ほとんどないという点にある。一般的に，専門
学科は， １年次から専門科目を履修させている
が，総合学科では２年次以降に専門科目を選択
できるようになっている。筆者は，これが総合
学科の弱点の一つであると考えている。職業に
関する専門学科では， １・２年生の２年間で徹
底的に専門分野の基礎・基本（fundamental 
and basic）を指導し， ３年生になってからは応
用・発展（application and development）の段
階に移行する。各種の資格検定の多くは， ２年
生までに取得する方向で教育課程が編成されて
いる。これは進学・就職を睨んだものであるこ
とは言うまでもない。３年生の２学期以降に資
表 １－１２　総合学科と専門学科の違い
専門科目の選択はできるが，選択しなく
ともよい
総合学科
１年次に専門科目を履修することはほと
んどない
３年間で２５単位以上の専門科目の履修が
必要である
専門学科
１年次から１０単位程度の専門科目を履修
する
＊筆者作成
格を取得しても進学・就職には，使えないから
である。筆者の経験したことであるが，総合学
科を設置する段階で，このことを理解している
教員は僅かであった。
　総合学科は，「おかゆ学科（department of
rice porridge）」，つまり「食べやすいが力が付
かない学科」であると批判されることがある。
つまり，総合学科は，専門的な力量もまとまっ
た教養も身に付かない中途半端な学科であると
いう指摘である。総合学科で専門科目を多く履
修したとしても， ３年間の履修単位数は専門学
科には及ばない。これは，総合学科の専門科目
の履修は， ２年間になるからである。つまり，
総合学科では，専門科目の十分な積み上げがで
きず，系統性や体系性が確保できないというこ
とである。
　現時点で，おかゆ学科という汚名を返上する
ために，大学進学に大きく傾斜した特進型
（special admission type）の総合学科が登場して
いる。そのため，総合学科は表 １－１３ に示す２つ
のタイプが存在する。
 
　いわゆる「特進型の総合学科」でない一般の
「ゆっくり勉強型（study type slowly）の総合学
科」は，安易に卒業証書を渡すだけで，卒業後
の進路は保障していない学科であるということ
になる。中には明確な進路目標をもって体系的
に履修登録をする生徒もいるが，高校生の段階
では「生徒自身に科目を選択する能力がまだ身
に付いていない」ことが多いという現実がある。
そのため「生徒は単位を取得し易い科目を安易
に選択する」ことが多くなる。そうなると，進
表 １－１３　総合学科の二つのタイプ
国公立大学や難関私立大学への進
学を目指す特　　進　　型
進学（大学・短大・専修学校），
就職の両方に対応するゆっくり勉強型
＊筆者作成
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路が実現できなく恐れがあるので，現在では，
多くの総合学科で系列外の選択を制限したり，
さらにはコース制に近づけたりするなどの履修
指導を強化している実態がある８）。筆者は，総
合学科の最も特徴的な自由選択制を制限するこ
とは，総合学科の否定に繋がることになると考
えている。
　ここで，総合学科の在るべき姿（ideal situa-
tion）を考えてみたい。筆者が総合学科に期待
することは，職業教育（vocational education）
の充実である。ここで言う職業教育は，将来の
生き方を考えさせるキャリア教育のことではな
い。専門知識や技術を身に付けさせる職業教育
は，専門学科に限らず本来すべての高校生に行
うべき教育であると考えている。なぜならば，
生徒は将来必ず何らかの職業に就くからである。
　田中萬年が主張しているとおり，職業的自立
（vocational independence）がすべての生徒の目
標である筈であり，その目標を達成できるのは，
職業教育しかない９）。我が国では，多くの大学
において，職業教育を矮小化して「技術的な知
識と技能の教育」として捉えているようである。
大学の教職員は，職業教育を普通教育や一般教
育よりもワンランク下の教育分野と考えている
ことが多い。そのため，職業教育を重視しない
で，２００６年に経済産業省が設置した社会人基礎
力に関する研究会が提起した「社会人基礎力
（working people basic skils）」や，２００４年に厚
生労働省の若年者就職基礎能力修得支援事業で
定義した「就職基礎能力（employment base 
capability）」というものに頼っている部分があ
る。その曖昧で抽象的な定義から出発して，ど
のように努力すればその力が身に付くのかを実
践しながら研究を進めてしている。しかし，現
在のところ，それらの能力を獲得する方法や獲
得しているかどうかの判断・評価をどうするの
かが分かっていない１０）。
　総合学科を特色づける科目は，原則履修科目
としての「産業社会と人間」である。表 １－１４ に
示すとおりこの科目は，専門教科の農業・工
業・商業などとは異なるものであり，「産業社会
と人間」という教員免許状がある訳ではないの
で，どの教科の教員でも担当できる。特別な研
修等は用意されておらず，各学校での研修や自
主的な研究グループで指導内容や指導方法を学
んでいるという状況である１１）。
 
　「産業社会と人間」という進路指導から生まれ
た科目を創ることで，総合学科の欠点を補うと
いう制度設計（institutional design）をしてい
る。また，何でもありの科目設定では困るので，
「系列」という新たな概念をつくって，科目選択
の参考にさせるということにした。系列はあく
までも科目選択の参考になるように選択科目を
groupingしただけのものであり，系列による縛
りはないということが特徴である。ここが学科
やコースと系列の決定的な違いである。
　「系列」と「類型」・「コース」の違いが分か
り難いので，表 １－１５に整理しておく。
　「系列」とは，総合学科の生徒がある程度のま
とまりのある学習ができるように，普通科目・
専門科目の体系性や専門性において関連する科
目を集めて「総合選択科目群」としてまとめた
ものをいう。生徒自身の進路方向に沿った科目
履修ができるように設けられたもので，「系列」
はあくまでも参考にする程度のものである。「類
型」は，一般的に１年次に共通の教科・科目を
表１－１４　総合学科の必修科目「産業社会と人間」の特
徴
教科ではないので免許がなく，教員
は誰でも担当することができる指導担当教員
就職や進学に向けた進路指導を中核
とした内容となっている科目の内容
一般に１年次に２単位を必修科目と
して位置付けている履 修 学 年
＊筆者作成
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履修させて， ２年次以降に，例えば普通科で文
系と理系という数種類の望ましい配列を設け，
生徒にいずれかを選択させるものである。「コー
ス」は，一般的に一つの学科の中に，例えば数
理コース，国際教養コースなどの特定の分野を
重点的に学習するために教育課程を編成したも
ので，コース毎に入学定員を定めて，入学の段
階から同じコースで卒業まで学習するものであ
る１２）。
　広島県においては，教育現場で「類型とコー
スの混同」が散見されることを指摘しておく。
類型をコースと呼び，コースを類型と呼んでい
ることがあるので注意する必要がある。
　また，中学校の教員は，総合学科の「系列」
を類型と同じように理解していることがよくあ
る。系列は，あくまでも生徒が科目選択の参考
にする程度のものである。
　筆者は，以前から総合学科は専門学科の存在
を脅かすことになるという危機感を抱いていた。
なぜならば，特に商業科のように施設・設備が
軽装備の専門学科の教育は，総合学科でも比較
的簡単に実施可能であるからである。
　広島県で最初の総合学科は，１９９５（平成７
年）に，広島市内の普通科の高等学校を母体と
して産声をあげた。普通科と専門学科のそれぞ
れの欠点を克服できるのが総合学科であるとい
うことを強調した。つまり，普通科からの就職
や専門学科からの大学進学に対応し難いという
ことを克服しようとした，いわゆるハイブリッ
ド（hybrid）である。表 １－１６ に示したとおり第
三の学科として創設された「総合学科システム」
にもメリットとデメリットがある１３）。
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表 １－１５　系列・類型・コースの違い
総合学科の生徒が科目選択のために参考にするもので，関連する諸科目をまとめ
たもの。生徒は，一つの系列を選択することは強制されない。系　列
一つ学科で， ２年次以降の学習計画に系統性・継続性をもたせるために設けられ
たもの。生徒は，２年次から一つの類型を選択することが強制される。類　型
１年次から特定の分野を重点的に学習する教育課程を編成したもの。
生徒は，入学前の時点で一つのコースを選択して受験する必要がある。コース
＊産業教育中央振興会編（２００９）『Ｑ＆Ａ高等学校産業教育ハンドブック』実教出版，p. ６
を参考にして筆者作成
表 １－１６　総合学科高校のメリットとデメリット
○〔メリット〕
・生徒の科目選択の自由度を最大限に認めることができる
・進学にも就職にも対応した選択科目を幅広く準備できる
・系列を設定することで生徒が科目選択の際に参考にできる
・１年次に将来の進路について考えるゆとりが生まれる
○〔デメリット〕
・自由選択の科目が多いため，積み上げ方式の学習になり難い
・進学・就職などの生徒の進路保障が十分にできない恐れがある
・系列の中に分類される科目の中に学校設定科目が多くなる
・生徒の学力幅が大きく学ぶ姿勢について二極化する傾向がある
＊筆者作成
　筆者は，生徒の学習ニーズと学校側が準備で
きる選択科目群の設置に，少なからずミスマッ
チがあると考えている。魅力ある「系列」を設
置し，新鮮さを打ち出そうとして，無理をして
いるからである。無理をして「学校設定科目」
を数多く設置することに疑問がある。なぜなら
ば，授業の品質管理（quality management）が
できなくなる恐れがあるからである。一人の教
員が担当する科目数が多くなって，教材研究
（teaching materials research）に割く時間が少
なくなって授業の質が低下すれば，教育の成果
は上がらないことは明らかである。教員一人が
担当できる科目数は，一般に「４科目が限度」
であると言われている。公立高等学校の場合，
週当たりの担当授業時間は，１８時間である。総
合的な学習の時間やLHRなどを加えると，週に
２０時間を担当していることになる。計算上は，
２単位の科目であれば， ９科目（種類）の授業
を担当することが可能である。
　総合学科の場合は， ２単位の科目が多く設定
されるので， ５・６科目を担当するのは，普通
になってしまう。教員の能力や経験年数にもよ
るが，学力の多様な生徒の実態に合わせた学習
教材（learning materials）を作成したり，単元
ごとに小テストを繰り返して実施したりしなが
らきめ細かく指導することを想定すると，時間
的にかなり厳しいと言える。総合学科に勤務す
る教員に尋ねると「総合学科は，非常に忙しい
毎日が続くが，次第に慣れてきた」と答える。
総合学科に勤務する教員の課題，つまり悩みは
表 １－１７ のとおりである。
　総合学科では，学校設定科目を多用している
が，県教育委員会事務局の指導主事（teacher 
consultant）は，表 １－１８ に示した科目名と教育
内容がマッチしたものになっているかなどを精
査（close investigation）する能力を維持できて
いるのだろうか。各分野（系列）に配置される
科目に，体系性や系統性があるとは思えない科
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表 １－１７　総合学科に勤務する教員の課題
２単位の選択科目が多く設定されるため，持ち科目数が多くなる
すべての教員が「産業社会と人間」という科目を担当する必要がある。持ち科目数
週当たりの持ち時間数は，１８時間であるが，多様な生徒への対応が必要となり，
教材作成や小テストなどで授業の準備時間が多くかかる持ち時間数
生徒の進路希望が多様であるので，進学・就職に向けた面談や科目選択の相談を
頻繁に開催する必要がある進 路 指 導
２・３年生になると，ほとんどが自由選択科目となり，クラス単位の授業が少な
くなるので，担任は毎日の生徒の状況把握が難しくなる生 徒 指 導
自由選択科目が多く設定されるため，非常勤講師も多くなり，定期試験や評価な
どに関する連絡調整の時間が多く必要になる非常勤講師
＊筆者作成
表 １－１８　「学校設定科目」を設定する際の検討事項
科目名称と指導内容が常識的でマッチしたものであるか？・科目名と内容
科目を指導できる専門性をもった教員を確保することができるか？・指導者の確保
市販図書などに適切なものがない場合，教員が自主編成できるか？・教科書の選定
授業の水準として高等学校の生徒が学ぶにふさわしいものであるか？・授業の質管理
他の教科・科目との重複がなく，新たな科目設定が必要であるのか？・内容重複の有無
＊筆者作成
目が入っていないだろうか。学校側は，生徒に
とって適切と思われる教科書や副教材を準備出
来るのだろうか。市販図書（commercialy avail-
able books）の中から教科書として選定するに
しても，適切なものが見つからない場合が多い
だろう。教員が自主編成して教科書を作成する
には，筆者の経験から２年以上の期間が必要に
なるが，そのような余裕が現場の教員にはほと
んどない筈である。
　そして，何よりもその学校が設定した科目を
指導できる専門性の高い教員を確保できるのだ
ろうかという問題である。教員の担当する教科
に関して言えば，学習指導要領に示されている
専門分野を超えた指導に無理があると考えてい
る。例えば，福祉分野や看護分野の指導ができ
る非常勤講師を確保しようとしても，難しい現
実がある。
　地域住民の意識の問題も指摘しておきたい。
総合学科は，地域の高等学校の中でどのような
positionにあるのだろうか。多くの県民は，「総
合学科は普通科よりも下位に位置づけられてい
る」と認識している。なぜならば，これまで進
学実績の少ない普通科や就職実績が芳しくない
専門学科が総合学科に改編している事実を見て
知っているからである。広島県教育委員会は，
その認識を払拭（wiping）しようとして，進学
実績を出してきた伝統ある普通科の上位校（進
学校）を特進型の総合学科に改編した。そこま
でして，総合学科を増やす必要があったのだろ
うかという疑問が残る。
　吉川徹が指摘しているように，「現代日本社会
では，“大学進学／非進学”という境界が，教育
機会の重要な要素となっている」ということで
ある。普通科でも総合学科であっても大学進学
という機会は，多くの人が通過する極めて重要
な関門（checkpoint）として注目されているの
である１４）。そして，大学の難易度（deviation）
と合格者数によって高等学校が序列化されてい
る。そのため，総合学科も普通科と同じdomain
で競争することになる。
３．２　全日制普通科単位制高校
　新しいタイプの高等学校として，全日制普通
科単位制高校がある。この高等学校を理解する
ためには，学年制（grade system）と単位制
（credit system）の違いを表 １－１９ に示したとお
り明確にしておく必要がある。学年制による課
程とは，「学年による教育課程の区分を設けた課
程」である。現在，ほとんどの全日制の高等学
校が学年制で運営されている。要するに「進級
と原級留置（grade repetition）」が存在するとい
うことである。高等学校は，もともと単位制で
運営されるべきであるが，財政的な問題のため
人的・物的な整備ができていないことから，学
年制と単位制を併用する形で運営せざるを得な
いのである。
　他方，単位制による課程とは，「学年による教
育課程の区分を設けない課程」である。単位制
の高等学校は，無学年制（non-grade system）
で原級留置がない学校である。ただし，修得単
位数が不足している場合，原級留置はなくとも
卒業延期（graduation postponed）はある。単位
制高等学校でも教育課程の編成において，すべ
ての教科・科目の系統性に基づいて綿密に決定
する必要があるため，「学年」の代わりに「年
次」によって系統性を守っている。因みに，総
合学科は，原則として単位制で運営されている。
また，定時制課程と通信制課程も，単位制と
なっている。
　「全日制への単位制導入」は，１９９３（平成５）
年であった。単位制の特色は，多様な科目の開
設によって，生徒が自分の興味・関心や進路等
に応じた科目選択ができることにある。学年の
区別がなく，自分の学習計画に基づいて自分の
ペースで学ぶことができる。
　学年制の場合，一部の科目の修得ができな
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かった科目があれば，教育上の配慮からもう一
年間同じ学年に留まって，その学年すべての科
目を（他の修得できた科目も含めて）再履修す
る必要がある。しかし，単位制になるとその必
要はなくなる訳である。つまり，単位不認定
（unit non-certification）になった科目だけを再
履修して単位を修得すればよいということであ
る。全日制の単位制高校のメリットとデメリッ
トを整理すると次の表 １－２０ のようになる。因み
に，これは普通科だけでなく総合学科の場合も
同じである。
　不登校の経験のある生徒が立ち直ったり，問
題行動等が減少したりする成果も報告されてい
る。全日制単位制の課題としては，安易な科目
選択に走ったり，目的意識（sense of purpose）
が希薄になったりすることが挙げられる。また，
生徒の集団への帰属意識（sense of belonging）
や部活動の面での問題もある。
　広島県においては，１９９８（平成１０）年度に，
総合選抜制の解体に伴い，旧総合選抜校のうち
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表 １－１９　学年制課程と単位制課程の比較
単　　位　　制学　　年　　制項　　目
年度途中（９月）からでも可能である年度当初（４月）が原則である新　入　学
２学期制が望ましい３学期制（又は２学期制）学　　　期
異学年次（異年齢）の生徒と一緒のクラス
で学習することがある学年・学級の生徒集団が明確になる学年・学級
開設科目の中から興味・関心，進路希望に
応じて選択できる
各学年で決められた科目を履修する（一部
の科目選択はできる）教 育 課 程
進級という概念はなく，修得単位数の累積
が卒業に必要な単位数を満たせば卒業でき
る
学年ごとに定められた一定の単位数を修得
する必要がある進級・卒業
３年以上一律３年（全日制）修 業 年 限
未修得科目があっても，（原級留置という
概念はなく），他の分野については先の学習
を進められる
修得単位数が不足した場合は，原級留置と
なり，同じ学年の授業をすべて履修するこ
とになる
未修得科目
＊筆者作成
表 １－２０　全日制普通科単位制高校のメリットとデメリット
○〔メリット〕
・生徒が自分の興味・関心や進路等に応じた科目選択ができる
・自分の学習計画に基づいて自分のペースで学ぶことができる
・生徒は未修得科目があっても原級留置（留年）とならない
・修得単位数の累積が卒業に必要な単位数を満たせば卒業できる
○〔デメリット〕
・生徒は科目選択の際に，単位修得がし易いものを選ぶことが多い
・進学・就職などの生徒の進路保障が十分にできない恐れがある
・生徒の学級集団への帰属意識が希薄なものとなり易い
・高等学校の卒業だけを目的にして単位を修得することになり易い
＊筆者作成
次の表 １－２１ の４校に導入した。教育課程におけ
る選択科目の割合が多く，全体の約３０％あり，
生徒にとっては多様な科目履修が可能となって
いるので「自由選択制高校」と呼んでいた。
　広島県における全日制の単位制普通科高等学
校は，「自由選択制高校」と呼んでいたとおり，
自由選択の科目が多く設定されている学校とい
うことである。要するに，自由選択制高校とい
うのは，一般の普通科と総合学科の中間のよう
な存在ということになる。筆者は，これを学校
の特色づくり（features making of school）とし
て一部の高等学校だけに許容することに疑問が
あると考えている。つまり「自由選択制」は，
すべての普通科の高等学校に導入すべき制度で
はないかということである。生徒の科目履修に
自由度が増すこと自体はよいことであるから 
である。しかし，開設科目数が多くなれば，非
常勤講師（時間講師）を雇用する必要がある 
ので，財政面での負担（school management 
expenses）が大きくなる。そのため，すべての
普通科に導入することができない訳である。大
学進学実績が地域のトップでない普通科の高等
学校は特色づくりが難しいということも承知し
ている。普通科の進学校ということに拘泥して，
地域のトップ校と同じ教育課程を編成していて
は，特色がない（there is no features）と判断さ
れるだけである。そこで，総合選抜解体の際に
苦肉の策として，地域における二番手（num-
ber two）の普通科高等学校の特色づくりとして
導入したものと言えなくもない。
　その後の結果はどうなったのであろうか。
　県立五日市高等学校の研究紀要『五高紀要　
第１８号』（２０１１．３）によると，坂本眞平校長が
「本校は，平成１０年に導入した自由選択制が発展
的に解消され，今年度から普通科のカリキュラ
ムに沿って新たな歩みを始めています。しかし，
自由選択制の教育活動で培った個々の生徒の能
力を最大限に伸ばす取組みは，今後も継承する
とともに更なる発展を目指したいと考えていま
す」と述べている１５）。つまり，２０１０（平成２２）
年度から自由選択制の高等学校ではなくなった
ということである。他の３校のホームページを
閲覧して分かったことであるが，県立呉宮原高
等学校も２０１０（平成２２）年３月に自由選択制を
廃止している。また，県立三原東高等学校と県
立福山明王台高等学校は，２０１０（平成２２）年度
から自由選択制を廃止し，学年制を導入してい
る。結論的に言えば「自由選択制」という制度
の維持に，財政面でも学校運営面においても無
理があったので，１１年が経過して４校ともこれ
までの普通科に戻したということである。
　広島県の場合，学校の特色づくりの一つとし
て教育委員会が導入した「自由選択制高校」は，
「全日制普通科単位制高校」であった。何科目か
の選択科目群を設定して，例えば火曜日と金曜
日の３時限に時間割を組んで， ２年生と３年生
が同じ教室で学ぶことを可能にした教育課程を
編成していたのである。勿論，学校側は，多く
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表 １－２１　広島県の全日制普通科単位制高等学校
　２００７（平成１９）年５月１日時点
特色ある選択科目開設科目数学　　校　　名
時事問題，総合英語研究，生物研究など１１４科目広島県立五日市高等学校
音楽理論，ソルフェージュ，ビジュアルデザインなど１０１科目広島県立呉宮原高等学校
郷土の文学，世界事情，地域総合研究など１０３科目広島県立三原東高等学校
発展コミュニケーション，外国文化理解，生活総合デ
ザイン，フードデザインなど
 ９３科目広島県立福山明王台高等学校
＊筆者作成
の選択科目を設定して，生徒に自由に選択させ
るのは，望ましい事だと考えていた。学校の特
色を出すために，学校設定科目を多く導入した
のである。教員は，２・３年生が一つの教室で学
ぶことが単位制の長所として捉えていた。導入
後，約十年で，早くも見直しが行われて学年制
に戻されたということである。その理由は，非
常勤講師の時間数が極端に増えて，予算面での
負担が大きくなるからであろう。また，「生徒が
安易な科目選択に走る」，「教員が担当する授業
が多くなって質が低下する」ため，大学進学に
不利になるということを克服することができな
かった為であろう。学校側から考えれば，自由
選択制を継続するよりも，一般の普通科に戻し
た方が運営し易いと判断したのであろう。生徒
の立場から見れば，「多様な選択科目の中から
（ある程度）自由に好きな科目が学べる」ことは
歓迎されていた筈である。中学生の進路指導に
おいても，自由選択制高等学校は，一般の普通
科よりも魅力があると思われていたに違いない。
　広島県における自由選択制高等学校（free-
selection high school）というものが，一般の普
通科の亜流（imitator）とか変種（freak）のよ
うなものではなかったのか。自由選択制と呼ん
でいるが，あくまでも普通科であり，大学進学
を希望する生徒が圧倒的大多数であれば，普通
科の進学校として大学進学実績が問われてくる。
大学進学という目標に焦点を合わせれば，生徒
の科目選択は限定的な教育課程を編成する方が
望ましい。
　筆者は，自由選択制高等学校において，仮に
自由選択科目をすべて職業系の専門科目として，
すべての生徒に対して職業教育を展開したので
あれば，その存在価値は大きなものになったに
違いないと考えている。その理由の一つは，普
通科から就職する生徒も多く存在しているから
である。その生徒達は，社会から忘れ去られた
存在となっている。もう一つの理由は，普通科
におけるキャリア教育の推進校として，職業教
育をすべての生徒に行うモデルを全国に示すこ
とができたかもしれないのである。
　本田由紀が主張しているように，「後期中等教
育段階からは『職業教育総論』のみならず，『職
業教育各論』が，現状よりも多くの教育機関に
よって提供される必要がある」ということであ
る１６）。筆者も“総論で終わることなく各論に入
るべき”という主張には賛同する。筆者は，全
体の三分の二を占めている普通科こそ，各論を
含む職業教育を提供すべきだと考えている。ま
た，本田は「柔軟な専門性（flexpesiality）」と
いう新しい概念を提唱している。その柔軟な専
門性とは，どのようなものだろうか。本田は，
「柔軟な専門性とは，特定の専門領域や分野，
テーマを入口ないし切り口としながら，徐々に
それを隣接・関連する領域へと拡張・転換して
いくことを通じ，より一般的・共通的・普遍的
な知識やスキル，あるいはキャリアを身に付け
るプロセスを意味している」と説明している１７）。
　筆者は，高等学校の学習内容が実際の社会で
どのように活かされているのかを生徒達に理解
させる必要があると考えている。そのためには，
本田の主張する柔軟な専門性を身に付けさせる
教育を展開すべきであるという考え方に賛同す
る。しかし，その「柔軟な専門性」は，すでに
現在の職業系の専門学科で展開している教育で
身に付けることができているのではないだろう
か。
３．３　多部制定時制高校
　「多部制定時制」は，特別の時間又は時期に授
業を行う定時制課程のことである。その最大の
特色は，生徒の生活パターンなどに合わせた科
目履修が可能になることである。成果としては，
中途退学率の低下や休学率の低下などが挙げら
れる。課題としては，定員充足率（capacity sufi-
ciency rate）が低い高等学校が見られることであ
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る。また，多様な生徒実態に対応するための学
習指導の工夫が教員側の課題として挙げられる。
　三部制の定時制として，２０００（平成１２）年に
開校した広島県立芦品まなび学園高等学校があ
る。この高等学校の三部制の授業時間割は，次
の表１－２２ のようになっている。
　この芦品まなび学園高等学校は，朝８時４５分
から夜９時１０分まで授業がある。授業の中間に
ある「MHR」は，ミドルホームルーム（mid-
dle homeroom）の略であり，清掃の時間を含め
て２０分ある。
　次に，二部制・定時制の例として，広島市立
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表 １－２２　三部制・定時制の授業時間割表
夜　間　部午　後　部午　前　部
１７：３５～１８：２０９　限１３：１５～１４：００５　限 ８：４５～ ９：３０１　限
１８：２５～１９：１０１０　限１４：０５～１４：５０６　限 ９：３５～１０：２０２　限
１９：１５～１９：３５MHR清　掃１４：５５～１５：１５
MHR
清　掃１０：２５～１０：４５
MHR
清　掃
１９：３５～２０：２０１１　限１５：１５～１６：００７　限１０：４５～１１：３０３　限
２０：２５～２１：１０１２　限１６：０５～１６：５０８　限１１：３５～１２：２０４　限
＊広島県立芦品まなび学園高等学校の HPより（２０１３．８．２０．閲覧）
表 １－２３　二部制・定時制の授業時間割と履修科目表（１年生）
金曜日木曜日水曜日火曜日月曜日昼　間　部
科 学 と
人間生活
自分創造
国語総合情報処理前・体育後・保健
１３：３０～１４：１５１　限
LHR１４：２０～１５：０５２　限
SHRSHRSHRSHRSHR１５：１０～１５：１５SHR
簿　記
コミュニ
ケーション
英語Ⅰ
数学Ⅰ簿　記ビジネス基　礎
１５：２０～１６：０５３　限
１６：１０～１６：５５４　限
１６：４０～１７：３０給　食
現代社会芸　術世界史Ａ
１７：３５～１８：２０５　限
１８：２５～１９：１０６　限
金曜日木曜日水曜日火曜日月曜日夜　間　部
現代社会世界史Ａ
１５：２０～１６：０５３　限
１６：１０～１６：５５４　限
１６：４０～１７：３０給　食
科 学 と
人間生活
自分創造
国語総合情報処理前・体育後・保健
１７：３５～１８：２０５　限
LHR１８：２５～１９：１０６　限
SHRSHRSHRSHRSHR１９：１５～１９：２０SHR
簿　記
コミュニ
ケーション
英語Ⅰ
数学Ⅰ簿　記ビジネス基　礎
１９：２５～２０：１０７　限
２０：１５～２１：００８　限
＊広島市立大手町商業高等学校の HPより（２０１３．８．２０．閲覧）
大手町商業高等学校の時間割表（１年生）を見
ておきたい（表１－２３）。
　市立大手町商業高等学校は，４５分授業２コマ
を１セットとして９０分授業を展開していること
が分かる。１５時２０分スタートの３時限から６時
限が終了する１９時１０分まで時間帯は，昼間部
（daytime section）と夜間部が重なっている。こ
の重なっている３時間５０分はどうなるのだろう
か。
　昼間部は，１３時３０分から１時限目がスタート
して，１９時１０分に６時限目が終了する。夜間部
は，１５時２０分に３時限目がスタートして，２１時
に８時限目が終了する。１６時４０分から５０分間の
給食の時間がある。この時間帯は， ４時限目と
重なっているため，給食を食べる生徒は， ３・
４限目の科目は選択できない。しかし，昼間部
の３・４時限の科目は，夜間部の７・８時限に
全く同じ科目が設定されているので，それを選
択すればよい。また，同様に昼間部の１・２時
限の科目は，夜間部の５・６時限と同じである
ので，どちからかを選択すればよい。つまり，
同じ曜日に同一の科目の授業を２回展開してい
る訳である。
　これを整理すると，次のようになる。
　１・２時限の科目 ＝ ５・６時限の科目
　３・４時限の科目 ＝ ７・８時限の科目
　１日に４時間の授業を受けると仮定すると，
生徒の選択肢としては，基本的に次のような４
パターンが考えられる。
 
　Ａ・Ｂ・Ｃの三つのパターンが基本になって
いるようである。
　Ｄパターンは， ３時限から６時限までの間に
ある，世界史Ａ，現代社会，芸術（音楽・美
術・書道）を選択することが可能になる。選択
する生徒の立場から見て，工夫された時間割で
あると言える。多部制定時制高校のメリットと
デメリットは表 １－２４ のように整理できる。
　定時制高等学校の最も大きな課題は，「生徒の
やる気を引き起こすこと」であると筆者は考え
ている。教員が外から生徒に刺激を与えて意欲
を引き出すものを “incentive”と呼んでいる。苅
谷剛彦は，意欲の格差という事態を「インセン
ティブ・ディバイド（incentive divide）」と名付
けている１８）。（ディバイドとは分化という意味で
１・２・３・４Ａパターン
３・４・５・６Ｂパターン
５・６・７・８Ｃパターン
１・２・７・８Ｄパターン
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表 １－２４　多部制定時制高校のメリットとデメリット
○〔メリット〕
・多様な生徒のニーズに対応した時間割編成が可能になる
・他の部の授業を履修すれば，３年間で卒業することが可能になる
・単位未修得となった科目を他の部で履修することで挽回できる
・学校にいる時間が自分で決められるので生活にゆとりができる
○〔デメリット〕
・志願者数が少なく学校全体の募集定員を充足できないことが多い
・生徒の卒業後の進路希望が多様で十分に対応できない恐れがある
・学校や学級集団への帰属意識・仲間意識が希薄なものとなり易い
・学校行事や部活動の分野で生徒の集団活動を活性化し難い
＊筆者作成
ある）
　日本の学校教育がもつ最も重要な incentive
は，受験競争（examination competition）であ
る。しかし，その受験競争から排除された或い
は自ら外れた生徒達は，社会から忘れられた存
在となっているのではないだろうか。定時制高
等学校に通学する生徒の中には，これまでの生
活の中で数々の失敗を経験し，学校や家庭で親
や教員から否定的発言を浴びせられてきた者が
多くいる。家庭環境（family environment）にも
恵まれていない生徒も多く存在する。彼らは，
小・中学校時代までまともに学校に通っていな
かったり，通っていてもほとんど勉強もせず，
宿題などもやってこなかった訳である。
　定時制高等学校の多くは，教育困難校に分類
されるが，生徒の学力実態についてはあまり知
られていない。進学校を何らかの理由で中途退
学したような生徒もいるので，すべての生徒が
低学力である訳でないが，小学校の低学年レベ
ルの生徒もいる。
　学力が低い場合，高等学校に入学して，専門
的な知識・技術を習得しようとしても，極めて
困難である。学力以外で彼らの深刻な問題は，
集団生活（group living）に馴染めないことと，
前向きな人生設計（life plan）を描くことができ
ないことの二つである。彼らをそのような不利
な状態にしたのは，一体誰であろうか。自己責
任ということで片付けられない筈である。
　小・中学校時代に不登校（school refusal）を
経験している彼らに対しては，一見「おせっか
い（officiousness）」とも思われるレベルでの教
員の“親密なアプローチ（intimate approach）”
が必要になる。換言すれば，生徒が持っている
可能性や potentialを期待した上で，「教員の手
厚い支援」，「生徒への温かい眼差しと指導」と
いうものが求められるということである。何ら
かの原因で勉強に興味・関心がなくなると，
小・中学校では「学習意欲が低い」と見做され
て，教員からその存在を無視されることが多い。
教員は，生徒の自主性（autonomy）を尊重する
という言い訳をして，指導や支援を放棄してき
たのである。学ぶ意欲を高めるためには，将来
のゴールを描かせることが不可欠である。「何を
目指して学ぶのか？」，「社会に出てどのように
役立つのか？」ということが分からないままに
勉強させていては，学習意欲（learning motiva-
tion）を高めたり維持したりすることは難し
い１９）。
　筆者は，全日制を諦めて定時制に通う彼らに
は，効果的な“エンパワーメント（empower- 
ment）”ができる教員が必要であると考えてい
る。定時制高等学校では，教員が生徒の将来の
進路を本気で心配して，一つ一つの個別課題
（specific issues）を乗り越えさせながら，自立
させていくという地道な実践が展開されている。
定時制では「個々の生徒が分かる所に戻って，
もう一度学び直しをさせる」ということである。
どのような生徒も「学びたい」，「成長したい」
という願望を持っている。その願望に応えるの
が教員の仕事であり，効率的に既存知識を教え
込むことが教員の仕事ではない筈である。特に
定時制高等学校の教員は，能力主義的な教育観
（educational philosophy）ではなく，人間学的
な教育観によって教育を展開している２０）。その
ような定時制の“真像（true image）”を中学校
の教員は知っておくことである。
３．４　中高一貫教育校
　「中高一貫教育校」の制度化は，１９９９（平成
１１）年である。中高一貫教育校の意義は，中等
教育６年間で継続性を持ちながら学習できるこ
とにある。学習と生活の両面において，見通し
をもった学習と指導が可能となるということが
特徴である。成果として，中高間の授業の交流
や部活動（club activities）における生徒の交流
などもある。課題としては， ６年間の中で学習
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への motivationの維持・継続ができない生徒に
中だるみ現象（slump phenomenon）が見られ
ることである。生徒の学力幅が大きい場合，教
育課程の一貫性の在り方や学習指導における一
層の研修の必要性なども指摘されている。
　広島県における公立の中高一貫教育校として，
２０１３（平成２５）年度現在，次の３校がある。
 
　中高一貫教育のメリットとデメリットは，次
の表 １－２６ ように整理できる。
　広島県教育委員会は，県民が熱望していた県
立の “leading school”を創ろうと２００４（平成１６）
年に，中高一貫教育校を開校させた。それは，
全国で初めて母体校をもたずに誕生した「広島
県立広島中学校・高等学校」である。広島県の
中央に位置する，この学校の missionの一つは
「難関大学への合格者を増やすこと」にある。同
表 １－２５　広島県における公立中高一貫教育校
広島県立広島中学校・広島高等学校
広島市立広島中等教育学校（２０１４．４．１より）
（広島市立安佐北中学校・高等学校（２０１４．３．３１まで））
福山市立福山中学校・福山高等学校
＊筆者作成
校の設立時の“中期達成目標（medium-term 
goals and objectives）”を見ると，そのことを如
実に物語っている。「１期生の国公立大学合格者
数７０％以上，生徒の授業満足度８０％以上，保護
者の学校満足度９０％以上」というものである。
実際，第１期生の多くは，将来，医師や弁護士
を目指しているような学力上位層の生徒であり，
数学や理科を得意としているのが特徴であった。
生徒は県内全域から集まっており，校内に寄宿
舎（dormitory）が設けられ，常時１５０名以上の
入寮生がいる。夜間には，入寮生のために大学
院生（graduate students）数名が各教科の指導
をしている。この費用は，入寮生の保護者が負
担しているということである。同校の教員は，
教育委員会や教育センターで指導主事などを経
験した者や教科指導の実力が教育委員会などか
ら認められている教員が多く集められているこ
とで知られている。
　広島県立中・高等学校は，県立高等学校の中
において進学指導の leading schoolとしての役
割を担っていると言っても過言ではない。
　その背景には，県民の一部に「ブランド校志
向」というものが根強く存在する。実際，大学
受験で私立の超進学校に負けない県立の名門校
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表 １－２６　中高一貫教育校のメリットとデメリット
○〔メリット〕
①　６年間の一貫した教育を受けることができる
②　６年間のゆとりある学校生活を送ることが可能になる
③　地域社会の活性化の柱にすることができる
④　教育制度の多様化・弾力化の施策となる
○〔デメリット〕
①　６年間の教育で生徒の「中だるみ」が生じやすい
②　学校の序列化や学校間格差の拡大につながる
③　受験競争の低年齢化に拍車をかけることになる
④　教育機会における階層格差の拡大につながる
＊藤田晃之・高校教育研究会編（２００８）『講座日本の高校教育』p. ６７.を
参考にして筆者作成
復活という時代錯誤の声があったことは確かで
ある。「名門大学に進学するには名門高校が有利
だ」というイメージを抱いている人々が存在す
る訳である。学校間格差（school disparities）
や教育格差をなくすという綺麗ごとでは，高学
歴志向（higher education-oriented）の一部の県
民は納得できないのである。県民の代表である
県議会の議員（prefectural assembly member）
の中にも，「もっと県立高校から国公立大学への
合格者数を増やせ」という人が多くいる。「個々
の高等学校別に国公立大学や難関私立大学への
合格者数を公表せよ」と要求する議員もいる。
この数字によって「超進学校（受験エリート
校）」・「進学校」・「準進学校」・「進路多様化
校」・「教育困難校（底辺校）」といったような序
列をつくることになる。
　ある府県では，教職員組合（faculty mem-
bers organization）が，実際に表 １－２７ のような
６段階の区分をしている。①トップ校・進学校
（３３校），②準進学校（２２校），③中堅校（２５
校），④準中堅校（１６校），⑤底辺校（７３校），
⑥教育困難校（２５校）であった２１）。分類の基準
は，就職希望生徒数，入学難易度，教師にとっ
ての勤務条件（生活指導の負担度）の三つを点
数化したものを使っている。
　分類基準（classification standards）をどのよ
うに設定するかによって多少比率が変わってく
る。もっと細かく分類することも可能である。
しかし，大きく三つに分けると，Ａ・Ｂランク
が約３割，Ｃ・Ｄが２割，Ｅ・Ｆが５割である
ことが分かる。就職希望生徒数の割合が多いと
いうことは，進学校でないし，中堅校でもない
ということであろう。つまり大学等への進学者
数の割合が多い高等学校をＡ・Ｂに分類してい
るのである。「大学進学希望者の割合が多いかど
うかという基準で高等学校を序列化したものに
過ぎない」と言える。ここに「就職希望者の割
合が多い高等学校は，底辺校・教育困難校であ
る」という偏向した見方が暗黙（unspoken）の
了解事項となっている。結果的に，専門高校や
総合学科高校を下位に位置づけることになる。
専門高校ではもともと就職を希望する生徒が多
く入学してきており，その希望進路を実現させ
ている訳である。その進路実績は全く評価され
ないということになる。教職員団体だけでなく，
設置者である教育委員会が学校間格差を助長し
固定化するような分類をしたならば，県民はど
う思うであろうか。また，底辺校に分類された
高等学校で学んでいる生徒達の気持ちはどうで
あろうか。進学校には進学校の間での競争があ
り，「超進学校」になろうとしている。それが分
かり易い形で示されたシステムが中高一貫教育
校の姿である。
　このような間違った序列化（ranks）を意識し
て，全国の多くの高等学校は，あたかも学習塾
のように大学名と合格者数を競うようになって
いる。極端な場合，高等学校の教員は進学実績
をあげるために「全国のどこかの国公立大学に
合格させればいい」と考え，保護者や生徒の志
望を変えさせる指導をするようになる。一時，
マスコミでも取り上げられた必履修科目の「世
界史」の未履修問題もこのような背景がある。
実際は，未履修の問題を知りながら，教育委員
会も保護者もそれを黙殺（silence）してきたの
ではないだろうか。
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表１－２７　ある府県の教教職員組合が作成した高等学
校の分類
２８.３％
１７.０％３３校進 学 校Ａ
１１.３％２２校準 進 学 校Ｂ
２１.２％
１２.９％２５校中 堅 校Ｃ
８.３％１６校準 中 堅 校Ｄ
５０.５％
３７.６％７３校底 辺 校Ｅ
１２.９％２５校教育困難校Ｆ
１００％１９４校計
＊中本新一（１９９５）『ザ・教育困難校』三一書房，
p. ５.より筆者作成
　中学校の学業成績によってどの序列の高等学
校に入学できるかが決まり，入学できた高等学
校によって進学できる大学が決まり，その大
学・学部の序列（難易度）によって初職参入に
影響を及ぼすという研究がある２２）。要するに，
どのタイプ又はどの辺の序列にある高等学校を
卒業したかによって，将来の職業選択（career 
choice）に影響を及ぼすということである。そ
して，その高等学校を中退することで，貧困
（poverty）が生まれると言っても過言ではない。
つまり「高校＝貧困が生まれる場所」と認識す
ることもできる２３）。
　教育社会学の研究成果として，次のようなも
のがある。
　「両親の学歴が高ければ，世帯の経済状態が豊
かで安定したものになる。そして親の学歴が高
ければ子どもに高い学歴を与えることを望み，
子どもの学力を後押しする行動をとる傾向があ
る。子どもの学力にも家庭の経済力にも，親の
学歴に左右される部分がある。」２4）
　新しいタイプの高等学校の登場は，学校間の
「格差の縮小（reduction of the gap）」や「格差
の弊害（adverse efect of gap）」を除去するもの
ではなく，多様な生徒に対応するという論理で
正当化した「学校序列の再編成」に過ぎないと
言われている２5）。
　確かに，我が国の高等学校は，入学時の学力
水準によって階層性（hierarchy）をもってい
る。入学試験という選抜（selection）の契機が
存在し，中学校時代の成績によってどの高等学
校へ進学できるのかが決定され，それが人々の
将来の地位に影響を及ぼすという研究もある。
つまり，高等学校が「ふるい分け装置（screen-
ing equipment）」となっているのである２6）。
　苅谷剛彦は，「日本では，人びとのライフチャ
ンスの決定に学校という社会装置が深く，そし
て幅広くかかわっている。学歴や学業成績が職
業選抜に用いられるだけでなく，学校自身が新
卒者の就職への配分の重要な担い手となり，教
育の一部として職業選抜が行われるのである」
と述べている２７）。
３．５　小　括
　新しいタイプの高等学校として，４つのタイプ
を考察した。その設置による効果と課題を整理
すると，次の表 １－２８ のとおりである。
　中学校の進路指導の視点から見れば，新しい
タイプの学校が登場したことは歓迎すべきこと
であろう。なぜならば，それだけ選択肢が多く
なったということだからである。中学校の教員
が留意すべきことは，学校・学科の内容や特色
を，それぞれ個々の高等学校の実態と合わせて
理解することである。地域における高等学校の
序列を過度に意識したり，保護者の評判を鵜呑
みにしたりしていては，適切な進路指導をする
ことはできない。高等学校の教員だけが知って
いる内部情報を，中学校の教員が入手すること
は無理であるが，公開している情報や卒業生の
生の声があるので，それらを分析して，真実の
姿を把握した上で，在校生の進路指導をするこ
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表 １－２８　新しいタイプの高等学校の設置効果と生徒の状況・課題
生徒の状況・課題設置による効果新しいタイプ
安易な科目選択，学ぶ姿勢の二極化学校・学科の選択幅の拡大①　総合学科高校
安易な科目選択，目的意識の希薄化自由な科目履修ニーズに対応②　全日制単位制高校
集団帰属意識の希薄化，進路実現多様な生徒ニーズに対応③　多部制定時制高校
６年間での中だるみ，学力伸長大学進学実績の向上④　中高一貫教育校
＊筆者作成
とが重要である。特に，筆者が提案しておきた
いことは，総合学科高校の項目の個所で考察し
た「産業社会と人間」という科目の内容を，中
学校の進路指導でも活用したらどうかというこ
とである。また，普通科も含めすべての高等学
校でこの「産業社会と人間」という科目を履修
させるということも考えられる２８）。
　新しいタイプの高等学校の設置効果を上げる
ためには，何よりも実践する教員の育成が重要
であることは間違いない。最も重要な管理職に
ついては，学校・学科の特色を正確に把握し，
その特色を全体として統一した形で推進できる
方策を考え，指導できる管理職を配置すること
が求められる。教員の配置については，公募な
どの方法で，新しいタイプの高等学校に興味・
関心があり，実際に授業を行いたいという意欲
のある教員を校長や教頭が面接し，長期的な視
点から使命感をもって“特色ある学校づくり”
ができる人材を多く確保することも検討しても
らいたい。地方自治体は，厳しい財政事情はあ
るにせよ，「教育が未来への投資である」という
原点に戻って，少しでも多くの教育予算を配分
する工夫をすべきである。教育委員会は，高等
学校の制度や特色を活かし，各学校が柔軟な対
応ができるように，少人数指導・習熟度別指導
のための教員加配や校長の人事権拡大など制度
面での対応をすることが必要である２９）。
　最後に，我が国では「豊かさの中の貧困」と
いう問題が子ども教育に影を落としていること
を指摘しておく。（貧困というのは，どの程度か
が問題になるが，ここでは４人家族で年間の可
処分所得が２５０万円以下というような家庭を想定
している。）教育の問題を議論する際には，「（親
が新聞を読まないため）新聞を取っていない」，
「健康保険に加入していない（医者に行けな
い）」，「（お金がないため）自動車運転免許が取
れない」，「一度もテーマパークに行ったり家族
旅行に行ったりしたことがない」，「家族でファ
ミリーレストランにさえ行った記憶がない」と
いう生徒の生活実態を知っておくべきである３０）。
そのような家計では，修学旅行の積立なども難
しいのは，当然のことである。生徒のアルバイ
ト収入は，生活費の一部として親に渡す。弁当
はおろかまともに昼食を食べたことがない。生
徒の小遣いはなく，ノートや鉛筆の購入も自由
にできないため， ２センチの鉛筆で，ノートは
両側から使う（例えば，表は日本史，裏は生物）
などの状況である。もともと，授業料の減免措
置を受けているので，公立高等学校の授業料が
無償になったことは，家計には関係が無い。
　所得格差が教育格差を生み，「文字が読めな
い，書けない」という信じられないほどの低学
力・無学力の生徒を産み出している実態がある。
この生徒たちの進路や人生がどのようなものに
なるのかを深刻に受け止め，その対策を早急に
実行すべきである。
　NHK放送文化研究所が全国の中高生と親を対
象に行った「中学生と高校生の生活と意識調査
２０１２」によれば，「いまどきの中学生と高校生は
９０％以上が自分を“幸せ”だと思っている」そ
うである３１）。筆者は，“不幸”だと思っている約
１０％の生徒のことが心配である。低学力の生徒
を解消しなければ，その不幸は解決しないだろ
う。その対策として，文部科学省や地方教育委
員会は，低学力の高校生への個別指導について，
定年退職となった教員に再登板してもらう政策
を考えて欲しいと考えている。我々は，学校で
身に付けるべき「読み・書き・計算」能力を身
に付けられないまま，実社会に放り出されてい
ることを忘れてはならないだろう。
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